
令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況とその効果について

事業概要（実施計画記載内容）

①目的・効果　②交付金を充当する経費　③積算根拠　④事業の対象 国庫補助額
臨時交付金
充当経費

起債額
その他

(一般財源等)

エネルギー・食料品等物価
高騰緊急支援給付金交付事
業（非課税世帯等）【物価
高騰対策給付金】

R6.12.23 R7.7.2 478,118,250 478,118,250 0 478,118,250 0 0 0

●低所得世帯支援（令和６年度住民税均等割非課税世帯・
子ども加算）
・給付金額　460,510,000円
・給付対象非課税世帯数　14,067世帯
・給付対象子ども人数（世帯数）　1,925人（1,123世帯）

エネルギー・食料品等物価
高騰緊急支援給付金交付事
業（Ｒ６国補正・不足額給
付）【物価高騰対策給付
金】

R7.4.1 R8.1.28 392,930,023 392,930,023 0 392,930,023 0 0 0

●低所得世帯支援（定額減税を補足する給付（うち不足額
給付）)
・給付金額　366,180,000円
・給付対象人数　19,588人

2
エネルギー・食料品等物価
高騰緊急支援給付金交付事
業（給付支援サービス）

①物価高が続く中で低所得世帯等への支援を行うため、迅速かつ効率的な給付が可能となるよう
な、給付支援サービスを導入する。
②デジタル庁が構築する給付支援サービスの導入・初期費用及び利用料
③給付支援サービスの導入・初期費用及び利用料　4,092千円
④給付対象者、地方公共団体

R7.4.1 R7.7.2 4,092,000 4,092,000 0 4,092,000 0 0 0
※上記事業（エネルギー・食料品等物価高騰緊急支援給付
金交付事業（非課税世帯等）【物価高騰対策給付金】）に
同じ

3
食料品価格高騰対応市緊急
支援事業

①米をはじめとした食料品価格高騰は子育て世帯から高齢者世帯まで幅広く全年代に、また所得
有無等にかかわらず大きな影響が生じているため、価格下落のめどが立っていない中で、安定的
な市民生活を支援していくために緊急的に支援金を一人5,000円給付するもの。
②全世帯への給付金、事務費
③全世帯の住民136,344人×5千円
事務費　42,281千円
事務費の内容　［需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　使用料及び貸借料　
人件費　として支出］
④全世帯の住民（136,344人）

R7.12.19

4
物価高騰対応市緊急支援事
業（高齢福祉）

①電気・ガス料金等の高騰の影響を受けている中、物価高騰分をサービス価格に転嫁することが
困難な介護サービス事業所等に対し支援金を交付する。
②交付金、人件費等事務費
③入所系 1,529人（対象定員）×6,800円（単価）≒ 10,397千円
　 通所系 1,196人（対象定員）×2,400円（単価）≒  2,871千円
　 訪問系   146所（事業所数）×18,000円（単価） ＝  2,628千円
　 事務費（人件費等）836千円
 ＜府支援対象外施設の上乗せ分＞
　 入所系　497人（対象定員）×13,600円（単価）≒ 6,759千円
　 通所系　106人（対象定員）×4,800円（単価）  ≒   509千円
　 訪問系　1所（事業所数）　 ×3,600円（単価）　 ＝     36千円
④介護サービス事業所等（231事業所分）

R7.4.1 R8.3.31 14,202,548 14,202,548 0 14,202,000 0 548 0

●物価高騰分に相当する介護サービス事業所等に対する支
援
・支援金額計18,082,700円
・支援申請事業所数222事業所

5
物価高騰対応市緊急支援事
業（障害福祉）

①電気・ガス料金の高騰の影響が残る中、物価高騰分をサービス価格に転嫁することが困難な障
害福祉サービス事業所等に対し支援金を交付する。
②交付金、人件費等事務費
③入所系　320人（対象定員）×6,800円（単価）＝2,176千円
 　通所系　754人（対象定員）×2,400円（単価）≒1,810千円
　 訪問系　19ヶ所（事業所数）×18,000円（単価）＝342千円
　事務費（人件費等）407千円
　 ＜府支援対象外施設の上乗せ分＞
　通所系　181人（対象定員）×4,800円（単価）≒869千円
④障害福祉サービス事業所等（142事業所分）

R7.4.1 R8.3.31 4,863,950 4,863,950 0 4,863,000 0 950 0

●物価高騰分に相当する障害福祉サービス事業所等に対す
る支援
・支援金額計　4,433,850円
・支援申請事業所数　72事業所
※なお、事業所数について、計画時は共同生活援助サービ
スについては１住居＝１か所と算定し142か所と算定。申
請時は、指定事業所単位での申請としたことから事業所単
位での対象数は73事業所。うち72事業所が申請に至った。

6
物価高騰対応市緊急支援事
業（子どもすこやか）

①電気・ガス料金の高騰の影響を受けている中、物価高騰分をサービス価格に転嫁することが困
難な障害児通所支援事業所に対し支援金を交付する。
②交付金、人件費
③通所系　441人（対象定員）×2,400円（単価）＝1,059千円
　 訪問系　5所（事業所数）×18,000円（単価）＝90千円
　人件費　407千円
④障害児通所支援事業所等（45事業所分）

R7.4.1 R8.3.31 1,068,000 1,068,000 0 1,068,000 0 0 0

●物価高騰分に相当する障害児通所支援事業所に対する支
援
・支援金額計　1,068,000円
・支援申請事業所数　41件

7
物価高騰対応市緊急支援事
業（子育て支援）

①電気・ガスや食料品等の物価高騰の影響を受けている子育て世帯を支援するため、本市に住民
登録のある中学3年生以下の子ども1人につき1万円の「物価高騰支援給付金」を交付する。
②交付金、消耗品費、通信運搬費、委託料等
③交付金　22,900人（対象者）×10,000円＝229,000千円
　事務費（消耗品費、通信運搬費、委託料等）12,938千円
④中学3年生以下の子どもの保護者

R7.4.1 R8.3.31 214,654,098 214,654,098 0 214,654,000 0 98 0
●物価高騰に伴う子育て世帯支援
・支援金額計　203,110,000円
・支援人数　20,311人

8 公共施設省エネ改修事業

①電気・ガス料金の高騰の影響を受けている中、直接住民の用に供する公共施設において、照明
や空調等の設備機器の省エネ化により、維持管理費の増大分を施設利用料等に転嫁することなく
現環境を維持し、公共施設の利便性・快適性の維持・向上を図る。
②工事請負費
③改修費用　142,692千円（うち、115,268千円に交付金を充当）
④市内公共施設（公共施設利用者）

R7.10.7 R8.3.31 143,649,000 143,649,000 27,424,000 12,645,000 0 103,580,000 0

・市内公共施設における空調機器の一括更新、照明器具の
LED化など省エネ改修工事等を実施
・本事業により、光熱費及びエネルギー使用量を削減する
とともに、公共施設内の利便性、快適性を確保

補助対象事業費（円）

事業名 事業始期 事業終期
総事業費
（円）

補助対象外
経費（円）

事業の効果

1

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　14,068世帯×30千円、子ども加算　1,925人×20千円、定
額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者　19,558人　(366,180千円）　　のうちR7計
画分
事務費　79,986千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　使用料及び賃借
料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（14,068世帯）、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）
の対象者数（19,558人）

繰越事業につき、令和９年度に公表します。



事業概要（実施計画記載内容）

①目的・効果　②交付金を充当する経費　③積算根拠　④事業の対象 国庫補助額
臨時交付金
充当経費

起債額
その他

(一般財源等)

補助対象事業費（円）

事業名 事業始期 事業終期
総事業費
（円）

補助対象外
経費（円）

事業の効果

9
物価高騰対応市緊急支援事
業（高齢福祉）【R7国予備
費】

①電気・ガス料金等の高騰の影響を受けている中、物価高騰分をサービス価格に転嫁することが
困難な介護サービス事業所等に対し支援金を交付する。
②交付金、人件費等事務費
③入所系 1,529人（対象定員）×6,800円（単価）≒ 10,397千円
　 通所系 1,196人（対象定員）×2,400円（単価）≒  2,871千円
　 訪問系   146所（事業所数）×18,000円（単価） ＝  2,628千円
　 事務費（人件費等）836千円
 ＜府支援対象外施設の上乗せ分＞
　 入所系　497人（対象定員）×13,600円（単価）≒ 6,759千円
　 通所系　106人（対象定員）×4,800円（単価）  ≒   509千円
　 訪問系　1所（事業所数）　 ×3,600円（単価）　 ＝     36千円
④介護サービス事業所等（231事業所分）

R7.4.1 R8.3.31 4,991,000 4,991,000 0 4,991,000 0 0 0
※上記事業（物価高騰対応市緊急支援事業（高齢福祉））
に同じ

10
物価高騰対応市緊急支援事
業（指定管理施設支援）
【R7国予備費】

①電気・ガス料金高騰の影響を受けている指定管理者の負担を軽減することにより、市民生活に
影響の及ぶ利用料金への転嫁を防ぐことを目的に、指定管理者に対し電気・ガス料金の上昇分の
一部を支援する。
②交付金
③電気・ガス料金上昇分×1/2＝25,000千円
④指定管理者

R7.4.1 R8.3.31 17,053,661 17,053,661 0 17,053,000 0 661 0
●物価高騰分に相当する指定管理者に対する支援
　・支援金額計　17,053,000円（臨時交付金充当分）
　・支援指定管理者数　22施設

11
物価高騰対応市緊急支援事
業（民間保育施設支援）
【R7国予備費】

①電気・ガス・水道料金の高騰の影響を受けている中、物価高騰分を利用料金等のサービス価格
に転嫁することが困難な幼児教育・保育施設に対し支援金を交付する。
②支援金
③（全施設共通）令和７年７月１日時点在籍児童数×6,000円＝20,880,000円
　 （幼稚園のみ）令和７年４月１日時点定員数×750円＝495,000円
④民間保育園、幼稚園、認定こども園、小規模保育事業所及び事業内保育事業所　計45園の園児
保護者

R7.10.14 R8.3.31 21,219,000 21,219,000 0 21,219,000 0 0 0

●物価高騰分に相当する幼児教育・保育施設に対する支援
  ・支援金額計　21,219,000円（臨時交付金充当分）
  ・民間保育所　26園
  ・幼稚園　2園
  ・認定こども園　8園
  ・小規模保育事業所　5園
  ・地域型保育事業所　4園


